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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第95期
第１四半期
連結累計期間

第96期
第１四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (千円) 1,808,796 1,444,902 7,339,603

経常利益又は経常損失(△) (千円) 137,678 △135,367 310,341

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失(△)

(千円) 97,688 △20,782 293,042

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 100,759 △24,006 304,333

純資産額 (千円) 4,387,728 4,483,118 4,591,290

総資産額 (千円) 9,088,596 11,711,308 11,629,675

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失
（△）

(円) 11.24 △2.47 34.47

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 48.0 38.0 39.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、国内外における新型コロナウイルス感染症の影響が緩和さ

れる中、新型コロナウイルスの変異株の蔓延やロシア・ウクライナ情勢などの地政学リスクの影響とそれに伴う

原油価格の上昇や原材料価格の高騰、加えて為替が急激な円安の影響など、生産活動や設備投資を中心に依然と

して先行き不透明な状況にあります。

当社グループを取り巻く環境につきましては、国内市場は今後も都市の再開発、全国規模の防災・減災・国土

強靭化対策、インフラ老朽化対策、リニア中央新幹線建設などの社会資本整備が不可欠な状況で、建設投資は今

後も底堅く推移していくことが見込まれるものの、原材料の高騰等による事業の影響を注視しているところで

す。

また、当社におきましては、当初予定通り、2022年６月１日に伊勢原新工場の稼働を開始しました。2022年４

月～５月につきましては、引越作業に伴い一部製品の出荷を停止したため、当第１四半期業績へ大きく影響があ

りました。

当第１四半期連結累計期間の受注高は、工事施工関連においてビッグマン工事、地下水工事、都市土木でのア

ンカー工事の受注が増加したため、前年同四半期を上回りました。但し、売上高につきましては、ボーリング機

器関連、工事施工関連ともに検収・売上が減少したため、前年同四半期を大きく下回りました。

以上の結果、受注高は、前年同四半期3.1％増の2,200百万円、売上高は、同20.1％減の1,444百万円となりまし

た。利益面におきましては、売上高の減少と原価率の悪化、更に販売費及び一般管理費の増加により、営業損失

は125百万円（前年同四半期は営業利益141百万円）、経常損失は135百万円（前年同四半期は経常利益137百万

円）となり、また、特別利益として伊勢原工場土地一部の売却益113百万円を計上したため、親会社株主に帰属す

る四半期純損失は20百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益97百万円）となりました。

 

当第１四半期連結累計期間の業績は、以下のとおりであります。

 （単位：百万円）

 当第１四半期
連結累計期間(A)

前第１四半期
連結累計期間(B) 前年同期比較

 
自 2022年４月１日 自 2021年４月１日 増減額 増減率

 
至 2022年６月30日 至 2021年６月30日 (A)-(B) (A)/(B)-1

受注高 2,200 2,133 66 3.1％

売上高 1,444 1,808 △363 △20.1％

営業利益又は営業損失
（△）

△125 141 △266 －％

経常利益又は経常損失
（△）

△135 137 △273 －％

親会社株主に帰属する
四半期純利益又は親会
社株主に帰属する四半
期純損失（△）

△20 97 △118 －％

 

 （百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 

① ボーリング機器関連

新型コロナウイルスの変異株の蔓延やロシア・ウクライナ情勢などの地政学リスクの影響に伴う長納期化の影

響により、受注高は減少いたしましたが、足下では回復傾向にあります。売上高につきましては、工場引越に伴

う出荷一時停止の影響により、前年同四半期比大幅に減少いたしました。

しかしながら、第２四半期以降につきましては、伊勢原工場の本格稼働が見込まれることから、主力製品の

ロータリーパーカッションドリルや全自動バッチャープラントなどの出荷が見込まれております。また、部品及

び商品・ツールス類の販売拡大も見込んでおり、当第１四半期の売上減少分を補うべく営業・生産体制の強化を

はかっております。

上記の結果、前年同四半期を260百万円下回る738百万円（前年同四半期比26.1％減）の売上高の計上となりま

した。利益面では引き続き特殊機械の原価高を起こさない体制の推進により、個別原価の管理を行っております

が、売上高の大幅な減少により、原価率は悪化しました。また、販売費及び一般管理費も増加したことにより、

69百万円のセグメント損失（前年同四半期はセグメント利益30百万円）を計上いたしました。

 （単位：百万円）

 当第１四半期
連結累計期間(A)

前第１四半期
連結累計期間(B) 前年同期比較

 
自 2022年４月１日 自 2021年４月１日 増減額 増減率

 
至 2022年６月30日 至 2021年６月30日 (A)-(B) (A)/(B)-1

受注高 1,067 1,271 △204 △16.1％

売上高 738 999 △260 △26.1％

セグメント利益又
はセグメント損失

（△）
△69 30 △100 －％

 

 （百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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② 工事施工関連

工事施工関連では、新型コロナウイルスの影響は少ないものの、材料費の高騰、施工単価の上昇など徐々に利

益面での影響が出始めています。また、働き方改革による建設業全体の労働力不足の影響から工事工程の遅れ、施

工人員の調達確保が難しい工事も出始めております。

受注高につきましては、大型プロジェクトである、ビッグマン工事、コントロール工事、井戸堀替工事を受注

するとともに、トンネルにおけるロックボルト工事、先進調査工事およびアンカー工事の大型案件の受注により前

年同四半期を上回ることが出来ました。売上高につきましては、大型アンカー工事の完工とトンネル先進調査及び

アンカー工事の施工が売上に貢献しましたが、大型プロジェクト案件は売上に至らず、前年同四半期と比較し減少

しました。利益面につきましては、売上高の減少に伴いセグメント損失となりました。しかしながら、今後は大型

案件の売上の回復と見積精度を高めること等による原価管理の強化により、回復を目指してまいります。

上記の結果、受注高は前年同四半期と比べると271百万円上回り、1,133百万円（前年同四半期比31.5％増）と

なりました。売上高につきましては、売上高全体では前年同四半期を103百万円減少し706百万円（前年同四半期比

12.7％減）となりました。利益につきましては、売上高が減少したことにより56百万円のセグメント損失（前年同

四半期はセグメント利益110百万円）を計上いたしました。

 （単位：百万円）

 当第１四半期
連結累計期間(A)

前第１四半期
連結累計期間(B) 前年同期比較

 
自 2022年４月１日 自 2021年４月１日 増減額 増減率

 
至 2022年６月30日 至 2021年６月30日 (A)-(B) (A)/(B)-1

受注高 1,133 862 271 31.5％

売上高 706 809 △103 △12.7％

セグメント利益又
はセグメント損失

(△)
△56 110 △166 －％

 

 （百万円未満は切り捨てて表示しております。）
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(2) 財政状態の状況

(資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して81百万円増加し、11,711百万円とな

りました。

流動資産は、売上債権（受取手形、売掛金及び契約資産、電子記録債権）が432百万円減少しましたが、現金及

び預金が500百万円、棚卸資産（商品及び製品、仕掛品、未成工事支出金、原材料及び貯蔵品）が475百万円それ

ぞれ増加したことなどから、前連結会計年度末と比較して439百万円増加し、6,808百万円となりました。

有形及び無形固定資産は、33百万円の減価償却を実施しました。建物、機械装置などで237百万円の設備投資を

行いましたが、土地を一部売却したことにより有形及び無形固定資産は378百万円減少し4,740百万円となりまし

た。

投資その他の資産は、繰延税金資産が20百万円増加したことなどにより162百万円となりました。以上の結果、

固定資産合計では前連結会計年度末と比較して357百万円減少し、4,902百万円となりました。

 

(負債の部)

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比較して189百万円増加し、7,228百万円とな

りました。

流動負債は、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金、リース債務を含む。）が89百万円、賞与引当金が81

百万円それぞれ増加しましたが、未払費用が1,435百万円、仕入債務（支払手形及び買掛金、電子記録債務、工事

未払金）が220百万円それぞれ減少したことなどにより、前連結会計年度末と比較して1,494百万円減少し、2,992

百万円となりました。

固定負債は、退職給付に係る負債が15百万円増加しましたが、長期借入金（リース債務含む。）が1,684百万円

増加したことなどから、前連結会計年度末と比較して1,684百万円増加し、4,235百万円となりました。

 
(純資産の部)

当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純損失で20百万円、配当金の支払

いにより84百万円それぞれ減少したことなどにより前連結会計年度末と比較して108百万円減少し、4,483百万円

となりました。以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して1.2ポイント減少し、38.0％となりまし

た。

 
(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、主として営業活動により得られた資金のほか、金融

機関からの借入金等により必要とする資金を調達しており、資金需要として主なものは、運転資金、設備投資、

法人税等の支払い、借入金の返済等であります。

 
(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,970,111 8,970,111
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式100株

計 8,970,111 8,970,111 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 8,970,111 ― 1,165,415 ― ―
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

553,500

完全議決権株式(その他)
普通株式

84,105 ―
8,410,500

単元未満株式 (注)
普通株式

― １単元(100株)未満の株式
6,111

発行済株式総数 8,970,111 ― ―

総株主の議決権 ― 84,105 ―
 

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
鉱研工業株式会社

東京都豊島区高田２丁目
17－22
目白中野ビル１Ｆ

553,500 － 553,500 6.17

計 ― 553,500 － 553,500 6.17
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人日本橋事務所による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第95期連結会計年度　EY新日本有限責任監査法人

第96期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　監査法人日本橋事務所
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,233,361 1,733,610

  受取手形、売掛金及び契約資産 2,244,261 1,457,085

  電子記録債権 218,457 573,129

  商品及び製品 1,200,233 1,448,227

  原材料及び貯蔵品 379,021 446,155

  仕掛品 838,884 997,506

  未成工事支出金 342 1,758

  その他 254,744 150,860

  貸倒引当金 △300 -

  流動資産合計 6,369,006 6,808,334

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,277,902 2,319,171

   機械装置及び運搬具（純額） 168,296 322,030

   土地 2,483,823 1,901,842

   その他（純額） 136,941 141,151

   有形固定資産合計 5,066,964 4,684,195

  無形固定資産合計 51,763 56,426

  投資その他の資産   

   投資有価証券 283 445

   繰延税金資産 37,270 57,998

   その他 105,387 104,997

   貸倒引当金 △1,000 △1,089

   投資その他の資産合計 141,941 162,352

  固定資産合計 5,260,668 4,902,974

 資産合計 11,629,675 11,711,308
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 576,033 676,355

  電子記録債務 809,259 495,208

  工事未払金 134,535 128,209

  未払費用 1,658,371 222,998

  契約負債 47,255 55,608

  短期借入金 740,000 700,000

  1年内返済予定の長期借入金 227,551 351,768

  未払法人税等 20,957 21,118

  賞与引当金 174,324 255,678

  工事損失引当金 4,400 1,600

  受注損失引当金 390 -

  その他 94,190 84,057

  流動負債合計 4,487,269 2,992,603

 固定負債   

  長期借入金 1,868,939 3,519,969

  役員退職慰労引当金 20,364 21,198

  退職給付に係る負債 575,473 590,983

  資産除去債務 11,000 11,000

  再評価に係る繰延税金負債 15,230 15,230

  その他 60,107 77,205

  固定負債合計 2,551,114 4,235,586

 負債合計 7,038,384 7,228,189

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,165,415 1,165,415

  資本剰余金 5 5

  利益剰余金 3,849,890 3,744,942

  自己株式 △315,109 △315,109

  株主資本合計 4,700,201 4,595,253

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △14 34

  土地再評価差額金 △124,007 △124,007

  退職給付に係る調整累計額 △13,618 △15,772

  その他の包括利益累計額合計 △137,640 △139,745

 非支配株主持分 28,729 27,610

 純資産合計 4,591,290 4,483,118

負債純資産合計 11,629,675 11,711,308
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 1,808,796 1,444,902

売上原価 1,243,280 1,134,322

売上総利益 565,516 310,580

販売費及び一般管理費 424,246 436,155

営業利益又は営業損失（△） 141,269 △125,575

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 - 8

 スクラップ売却益 240 2,767

 その他 1,849 2,683

 営業外収益合計 2,090 5,459

営業外費用   

 支払利息 4,995 14,714

 その他 685 537

 営業外費用合計 5,681 15,252

経常利益又は経常損失（△） 137,678 △135,367

特別利益   

 固定資産売却益 - 114,025

 環境対策引当金戻入額 365 -

 特別利益合計 365 114,025

特別損失   

 固定資産除却損 - 9

 特別損失合計 - 9

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

138,043 △21,351

法人税、住民税及び事業税 39,480 20,343

法人税等調整額 △772 △19,793

法人税等合計 38,708 550

四半期純利益又は四半期純損失（△） 99,335 △21,902

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

1,646 △1,119

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

97,688 △20,782
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 99,335 △21,902

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2 49

 退職給付に係る調整額 1,426 △2,153

 その他の包括利益合計 1,424 △2,104

四半期包括利益 100,759 △24,006

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 99,112 △22,887

 非支配株主に係る四半期包括利益 1,646 △1,119
 

EDINET提出書類

鉱研工業株式会社(E01699)

四半期報告書

14/24



【注記事項】

(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の拡大及びウ

クライナをめぐる現下の国際情勢に伴う会計上の見積りについて重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 １　受取手形割引高

 

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

受取手形割引高 49,000千円 20,000千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

減価償却費 25,296千円 33,605千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 89,665 10 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、2021年４月27日開催の取締役会において自己株式を取得することを決議し、2021年４月28日の自己株式

立会外買付取引（ToSTNeT-3）により、自己株式550,000株を取得いたしました。この結果、自己株式は当第１四半

期連結累計期間において313,500千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において315,097千円となっておりま

す。

 

当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 84,165 10 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２ 

ボーリング
機器関連

工事施工関連

売上高      

外部顧客への売上高 999,575 809,220 1,808,796 － 1,808,796

セグメント間の内部売上高
又は振替高

953 7,100 8,053 △8,053 －

計 1,000,529 816,320 1,816,849 △8,053 1,808,796

セグメント利益 30,704 110,062 140,766 503 141,269
 

(注) １．セグメント利益の調整額503千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２ 

ボーリング
機器関連

工事施工関連

売上高      

外部顧客への売上高 738,721 706,181 1,444,902 － 1,444,902

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,273 － 1,273 △1,273 －

計 739,994 706,181 1,446,176 △1,273 1,444,902

セグメント損失（△） △69,611 △56,502 △126,114 538 △125,575
 

(注) １．セグメント損失の調整額538千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年６月30日）

 
  (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計
ボーリング　　
機器関連

工事施工関連 計

国内販売 874,457 ― 874,457 874,457

海外販売 125,118 ― 125,118 125,118

国内一般工事 ― 526,578 526,578 526,578

温泉開発工事 ― 33,639 33,639 33,639

地下水活用工事 ― 32,435 32,435 32,435

海外工事 ― 44,363 44,363 44,363

アンカー工事 ― 172,202 172,202 172,202

顧客との契約から生じる収益 999,575 809,220 1,808,796 1,808,796

外部顧客への売上高 999,575 809,220 1,808,796 1,808,796
 

 
当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年６月30日）

 
  (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計
ボーリング　　
機器関連

工事施工関連 計

国内販売 694,359 ― 694,359 694,359

海外販売 44,362 ― 44,362 44,362

国内一般工事 ― 352,304 352,304 352,304

温泉開発工事 ― 48,184 48,184 48,184

地下水活用工事 ― 29,089 29,089 29,089

海外工事 ― ― ― ―

アンカー工事 ― 276,603 276,603 276,603

顧客との契約から生じる収益 738,721 706,181 1,444,902 1,444,902

外部顧客への売上高 738,721 706,181 1,444,902 1,444,902
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は1株当たり四半期純損失
(△)

11円24銭 △２円47銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)(千円)

97,688 △20,782

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又
は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

97,688 △20,782

普通株式の期中平均株式数(千株) 8,691 8,416
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年８月10日

鉱研工業株式会社

取締役会　御中

 

監査法人日本橋事務所
 

東京都中央区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 工　　藤　　和　　則  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 遠　　藤　　洋　　一  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 新　　藤　　弘　　一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉱研工業株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉱研工業株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
その他の事項

会社の2022年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して2021年８月11日付けで無限定の結論を表明して

おり、また、当該連結財務諸表に対して2022年６月23日付けで無限定適正意見を表明している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

　
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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